
○白井市危険コンクリートブロック塀等対策事業補助金交付要綱 

平成３１年３月２６日 

告示第２１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震による危険コンクリートブロック塀等の倒壊等の被害から市民の

生命及び財産を保護するため、自己が所有又は管理する危険コンクリートブロック塀等の

一部又は全部を除却した者に対し、予算の範囲内において、白井市補助金等交付規則（平

成元年規則第１０号）及びこの要綱に基づき補助金を交付する。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) コンクリートブロック塀等 コンクリートブロック、石材等を用いて築造された塀及

び門柱（これらの下部に設置された基礎及び擁壁を含む。）で、一般の交通に供されて

いる道路（以下「道路」という。）に面するものをいう。 

(2) 危険コンクリートブロック塀等 コンクリートブロック塀等のうち、道路からの高さ

が概ね１．２メートルを超えかつ道路境界線までの水平距離以上のもので、第７条第１

項に規定する事前相談の結果、危険と判定されたものをいう。ただし、建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第３章の規定に適合しているものに限る。 

（補助対象工事） 

第３条 補助金の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、次に掲げるものと

する。ただし、土地又は建物の売買を目的とする行為に付随して行うものを除く。 

(1) 危険コンクリートブロック塀等を全て除却するもの 

(2) 危険コンクリートブロック塀等の一部を除却し、道路からの高さを概ね０．６メート

ル以下とするもの 

(3) その他市長が必要と認めるもの 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(1) 危険コンクリートブロック塀等を所有し、又は管理している個人であること。 

(2) 市町村税（特別区税を含む。）を滞納していないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は第３条各号に規定する



補助対象工事に要する経費の合計額とする。ただし、危険コンクリートブロック塀等の長

さ１メートル当たり２万円を限度とし、次に掲げる経費を除く。 

(1) 災害等による保険給付金の対象となる工事に係る経費 

(2) 過去に市から受けた補助金の補助対象事業と同一箇所に係る工事の経費 

(3) 市の他の制度による補助金等を受けている工事に係る経費 

(4) その他市長が適当でないと認める経費 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１に相当する額（その額に１，０００円未満

の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。ただし、その額が１０万円を超える

ときは１０万円を限度とする。 

（事前相談） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、第８条第１項に

規定する交付の申請を行う前に、白井市危険コンクリートブロック塀等対策事業補助金事

前相談書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならな

い。 

(1) 案内図 

(2) コンクリートブロック塀等の全体及び危険個所等の写真 

(3) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による相談書の提出があったときは、現地調査を行い、危険コンク

リートブロック塀等に該当するかどうか判定し、白井市危険コンクリートブロック塀等対

策事業補助金事前相談結果通知書（別記第２号様式）により、申請者に通知するものとす

る。 

（一部改正〔令和８年告示２９号〕） 

（交付の申請） 

第８条 申請者は、前条第２項の規定による通知後、補助対象工事に係る契約を締結する前

に、白井市危険コンクリートブロック塀等対策事業補助金交付申請書（別記第３号様式）

に次に掲げる書類を添付して、市長に申請しなければならない。 

(1) 市町村税（特別区税を含む。）の納税証明書（滞納がないことを証するもの）の写し 

(2) 補助対象工事に係る見積書の写し 

(3) 危険コンクリートブロック塀等の存する土地の登記事項証明書その他申請者が危険コ

ンクリートブロック塀等の所有者又は管理者であることを明らかにする書類 



(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、補助金の交付を受けようとする年度の１１月末日までに行わ

なければならない。 

（一部改正〔令和８年告示２９号〕） 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金

の交付の可否を決定し、白井市危険コンクリートブロック塀等対策事業補助金交付（不交

付）決定通知書（別記第４号様式）により、申請者に通知するものとする。 

（一部改正〔令和８年告示２９号〕） 

（申請内容の変更又は中止） 

第１０条 前条の規定により交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、申

請内容に変更が生じたとき又は補助対象工事を中止しようとするときは、速やかに白井市

危険コンクリートブロック塀等対策事業補助金変更（中止）申請書（別記第５号様式）に

より、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を承認したときは、白井市危険コンクリートブロック塀

等対策事業補助金変更（中止）承認通知書（別記第６号様式）により、交付決定者に通知

するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 交付決定者は、補助対象工事が完了したときは、白井市危険コンクリートブロッ

ク塀等対策事業補助金実績報告書（別記第７号様式）に次に掲げる書類を添付して、市長

に提出しなければならない。 

(1) 補助対象工事に係る契約書の写し 

(2) 補助対象工事に要した費用の領収書の写し 

(3) 補助対象工事の箇所ごとの、工事中及び工事完了後の状況を明らかにする写真（撮影

場所を示した図面等を含む。） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項に規定する実績報告書は、補助対象工事の完了日から３０日以内又は第９条に規定

する通知があった日の属する年度の１２月末日のいずれか早い日までに提出しなければな

らない。 

（額の確定） 

第１２条 市長は、前条第１項の規定により報告があったときは、その内容を審査し、適当



と認めたときは、白井市危険コンクリートブロック塀等対策事業補助金交付確定通知書（別

記第８号様式）により、交付決定者に通知するものとする。 

（交付の請求） 

第１３条 前条の規定による通知を受けた交付決定者は、白井市危険コンクリートブロック

塀等対策事業補助金交付請求書（別記第９号様式）を市長に提出しなければならない 

２ 前項に規定する請求書は、前条の規定による通知のあった日の属する年度の２月末日ま

でに提出しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１４条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) この要綱の規定に違反したとき。 

(2) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたことが明らかにな

ったとき。 

(3) その他市長が補助することが不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消すときは、白井市危険コンクリ

ートブロック塀等対策事業補助金交付決定取消通知書（別記第１０号様式）により、交付

決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その全

部又は一部の返還を命じるものとする。 

２ 前項の返還命令は、白井市危険コンクリートブロック塀等対策事業補助金返還命令書（別

記第１１号様式）により行うものとする。 

（補則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

（一部改正〔令和３年告示２１号〕） 

附 則（令和３年告示第２１号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（令和３年告示第５５号） 



（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行前に、改正前のそれぞれの告示の規定により調製した用紙は、この告示

の施行後においても、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

附 則（令和８年告示第２９号） 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



別記第１号様式（第７条第１項関係） 

（一部改正〔令和３年告示５５号〕） 

第２号様式（第７条第２項関係） 

第３号様式（第８条関係） 

（一部改正〔令和３年告示５５号〕） 

第４号様式（第９条関係） 

第５号様式（第１０条第１項関係） 

（一部改正〔令和３年告示５５号〕） 

第６号様式（第１０条第２項関係） 

第７号様式（第１１条第１項関係） 

（一部改正〔令和３年告示５５号〕） 

第８号様式（第１２条関係） 

第９号様式（第１３条第１項関係） 

（一部改正〔令和３年告示５５号〕） 

第１０号様式（第１４条第２項関係） 

第１１号様式（第１５条第２項関係） 

 


